
書式第 12号 (法第 28条関係)

事業報告用

令和 3年度  事 業 報 告 書

特定非営利活動法人バリアフリーセンター

福祉ネット「ナナの家」

1 事業の成果
こどもデイサービス事業では多彩な講師陣により教室形式の集団と個別の活動を行った。個別プログラム
は言語療法、レゴクラブ、電子ピアノレッスン、子どもたちの学びたいことを支援する「まなびや」など
を行った。集団プログラムは、すてっぷスイミング、ポニーの飼育や畑体験などポニー&フ ァーム活動を
行った。また交流事業では、11月 と翌3月 に衛生環境を整えて多摩川乗馬会を開催した。4月 と10月 に|』
「ポニーと遊ぼう会」を行った。また、狛江市より経営を委託されたあいとぴあカフェ「りんごの本」で
は障がい者の就労体験、障がい児のお仕事体験プログラムを行った。狛江市障害者団体作品展示に参加 し
た。ホースコミュニケーション職員研修会を2回行った。新型コロナ感染状況を考慮して、お泊まり会、慈
恵医科大学の実習生の受け入れプログラム、いべんと西河原、キャラバン隊その他のイベント参加は行わ
なかった。また、カフェ「りんごの木」の経営状況改善を試みた。ホームページやSNS、 広報誌の発行を継
続して行った。

2 事業の実施に関する事項
(1)特定非営利活動に係る事業 (事業をの総費用 【19.660】 千円)

定款に記載
された
事業名

事 業 内 容 日 時 場 所
従事者
人数

受益

対象者

範囲

受益

対象者

人数

事業費

(千円)

心 身 障 害 者
(児)緊急―
時保護事業

狛江市委託による緊急一時
保護事業

随時 ナナの家他 延べ20人 狛江市周辺障
害児者

延べ20人 0

介護者の支援
及びボランテ

ィアの育成

介護者の支援
による鍼灸

からだとこころのヨーガ

随時

2回 /月

狛江市あいと
びあセンター

/こ どもデイ
サービスすて
っぷ他

延べ50名 狛江市周辺の

介護者一般市

民

延‐べ 200人 120

福祉に関する

権利擁護活動

と情報提供活

動

内部研修
ホースコミュ_ケーション
研修会他外部研修

会報・ホームページによる
広報
障害者団体作品展示会に参
加

狛江市福祉カレッジキャラ
バン隊

随時
12ノ
′
25、

2/26他

12/3-9

実 施 せ
ず

ナナの家/狛
江市あいとぴ
あセンター/
吉川牧場/狛
江市役所/オ
ンライン/他

延べ 140
人

狛江市周辺の
一般市民/ナ
ナの家の職員
及び会員

スE´ 7`000

人

201

障害者の政策
に関する提言

各連絡協議会、防災会議ヘ

の参加

赤い羽根共同募金募金箱設

置

各種の署名活動への参加

随時

10月

随時

ナナの家/オ
ンライン/他

延べ 20´人

2´八、

10人

狛江市周辺の
一般市民/行
政関係者 /障

害児者

不特定多
数

0



スポーツによ
る交流活動

多摩川乗馬会

ポニーと遊ぼう会

ウォーキングの会他

1月 /3
月
4月 /10
月

毎月 1回
程度

多摩川河川敷

狛江市街他

狛江市街他

延200人

延50人

延50人

狛江市周辺の
一般市民/障

害児と家族 約 4000人

約200人

約200

人

681

国際交流支援
活動

活動休止 0

障害者の社会

参加推進に礫
する活動

障害者及び高齢者 。ボラン

ティア受け入れ
カフェリんごの木運営と陣
害者の就労体験/障がい児C
お仕事体験

随時 福 祉 ネ ッ ト
「ナナの家」
周辺 /あいと
びあセンター

/り ん ごの本
他

職員他約
20人

狛江市周辺の

障がい児者及
び高齢者/一
般市民

延40∞人 212

児童福祉法に
基づく障害媚
通所支援事業

児童発達支援及び放課後等
デイサービス事業

月 曜 ～
金曜
土 曜 ・

日曜 随
時

こどもデイサ
ービスすてっ
ぷ、あいとび
あセンター他

職員他約
50人

狛江市周辺の
心身障害児

延べ20∞

人

18446

(2)その他の事業 (事業費の総費用 【 】千円)

定款に記載
された
事業名

事 業 内 容 日 時 場 所 従事者
人数

事業費

(千円)

な し



書式第 13号 (法第 28条関係 )
事 業 報 告 用

令和3年度
令和 3年 4月 1日から

活動計算書
令和 4年 3月 31日 まで

特定

'■
■后●崖人パリアフリーセンターー■にネットナナ0睾

475,400
瑠喝
=

5.579.000
5r口り,.om

児童発達支援及び放課後デイサービス事業収益

正会員受取会費

受取寄附金

その他収益

19,372,628
1.560.499

コ,,:,33,127

4,155,848
4,155,048

31.143.375

11,767,351
1,828,314
18,512

699.646

14.3:3,323

2 の

2

給料手当
法定福利費
福利厚生費

水道光熟費
通信運搬費
地代家賃
減価償却費
その他

消耗品費
教材費
保険料
支払報酬
支払手数料
仕入
車両費
リース料
ポニー経費
研修費
その他
りんごの木経費

661,381
103,717
624,432
140,524
533,155
1,827,183
120,521

297,880
681,460
101,000
183,690
72,145

7.000

1■αЮ.011

5

4.510.000
4.510,000

4.507.425

0.07■ 425

881,961
381,846
2,763,618
540,000

28.738.336
2.405.039当 期 経 常 増 減 額 A B

88
540.300

54).■賜

216.271
216.271
324.117当 期 経 常 外 増 滅 l C D
2.729.150
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書式第 15号 (法第 28条関係)

令和篇鷹鮮 真『
表
特定書奮

"着
●菫人パリアフリーセンタ‐―僣 1社ネッ トナナの●

事 業 報 告 用

科

513,047
0

3,214,039
0

10.999.935

14,727,021

14.

2

1

現金預金
仮払金
給付金等
利用者負担金

建物
建物附属設備
車両運搬具
工具器具

馬

1,121,536
896,656
751,317
834,290
1,080,000
-540,000

41 700

76.440
76.“Ю

10,000
516.099

526.099

【A】 資 産 合 計 ①+② 19,473,350

長期借入金

未払金
未払費用
預り金
短期借入金等

1,573,912
165,240
201,171
3,302,119

■2曖・

5.242.`‖ 2

6,953,199
0,953,100

6」)53.1

12.195.641

4,548,562正

2.729,156
7.277.710

【B】 負 債 及 び 正 味 財 産 合 計 【B-1】 +【 B-2】 19.473,359
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一日



16 28

重要な会計方針
計算書類の作成は、 次によっています。

(1)棚卸資産の評価基準及び評価方法
今期計上なし

(2)固定資産の減価償却の方法
建物及び附属設備 :定額法
車両及び工具器具 :定率法

(3)引当金の計上基準
・ 退職給付引当金 今期計上なし

引当金 今期計上なし

(4)施設の提供等の物的サービスを受けた場合の会計処理

(5)消費税等の会計処理
税込方式

2.事 業別損益の状況

令和3年度 計算書類の注記 事 業 報 告 用

く: フ ―セン

科 目 障害介護事業 飲食事業 チョコ販売事業 事業 事業部門計 管理部門 合計

475,000
2,429,000
20,933,127
540,383
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０

４

０

６

０

０

８

３

５

３

６

１

２

８

54,192

0
475,400
5,579,000
24,225,947
1,403,416
31,683,76324,377,510 7,252,061 54,192

16,277,351
699,646
18,512
1,828,314

0
0

15,825,086
699,646
18,512
1,828,314

452,265

18,371,558 452,265 18,823,823

110,317
654,781
140,524
1,899,328
7,325,834

0
6,800,694

110,317
321,128
140,524

333,653

1,727,764
525,140

171,564

10.130.7847.372.663 2,586,557 171,564
28,954,60725,744,221 171,564

2,729,156-1,366,711 4,213,239 -117,372

I 経常収益
1.受取会費
2.受取寄附金
3.受取助成金等
4.事業収益
5.その他収益
経常収益計
Ⅱ 経常費用
(1)人件費
通勤手当
福利厚生費
法定福利費

人件費計
(2)その他経費
教材費
消耗品費
支払報酬
仕入
その他

その他経費計
経常費用計

当期経常増減額

算定方法内容 金額

該当なし

3.施 設の提供等の物的サービスの受入の内訳
円

「

諏扇:百羽



内容 期首残高 期末残高 備 考

4.548.562 2.729.156 7.277.718

正味財産

合計

4 使途等が制約された寄附金等の内訳
使途等が制約された寄附金等の内訳 (正味財産の増減及び残高の状況)は以下の通りです。
当法人の正味財産は   円ですが、そのうち   円は、下記のように使途が特定されています。
したがって使途が制約されていない正味財産 lま   円です。

5.固 定資産の増減内訳

6.借 入金の増減内訳

役員及びその近親者との取引の内容
役員及びその近親者との取引は以下の通りです。

その他特定非営利活動法人の資産、負債及び正味財産の状態並びに正味財産の増減の状況を明らかにするために
必要な事項

事業費と管理費の技分方法

個別法

その他の事業に係る資産の状況

なし

７

・

０
０

科 目 期首取得価額 取得 減少 期末取得価額 減価償却累計額 期末帳簿価額

有形固定資産
建物
建物附属設備
車両運搬具
工具器具
馬
無形固定資産
電話加入権
投資その他の資産
出資金

1,121,536
896,656
751,317
834,290
1,080,000

76,440

10,000

76,440

10.000
4.770.239合計

科 目 期首残高 当期借入 当期返済 期末残高
長期借入金 8.000,000 1,046,801 6,953,199

8.000.000 1,046.801 6.953,199合計

科 目

計算書類に

計上 された
令額

内、役員と
の取引

内、近親者
及び支配法
人との取引

3,410,000 3,410,000 3,410,000

3,410,000 3,410,000 3,410,000

(活動計算書)
役員報酬

活動計算書計

(貸借対照表)

貸借対照表計

ヨコ夏蒻同瑠爾預少翻



書式第 17号 (法第 28条関係)

令和3年度 財産目録
令和 4年 3月 31日現在

事 業 報 告 用

"た
キ■■壻■法人パリアフリーセンター●■ネットナナ●●

90,049
422.998

513,047

3,214,039
0

0
10,999,935

金

1

2

会社未収金

金

通

建物
建物附属設備
車両運搬具
工具器具

馬

現金預金

手元現金

利用者負担金
仮払金

14.727.021

1,121,536
896,656
751,317
834,290
1,080,000
-540,000

4,143,799

76.440
76,440

００

∞

526,099

【A】 資 産 合 計 ①+② 10,473.359

1,573,912
165,240
201,171

3.302.119

未払金
未払費用

預 り金

短期借入金等

長期借入金
6.953.199

6,953,199

2

【:

:2.195,64:【B-1】 負 債 合 計 ③+④

【B-2】 正 味 財 産 合 計 【A】 ―【B-1】 7.277.7:8
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書式第 18号 (法第 28条関係)

事 業 報 告 用

令和 3年度年間役員名簿 (■事彙年
=に
おいて役員であったことがある全員の氏名及び住所又は居所土

びにこれら0■についての前事拿年度における颯口0有彙を,● した名簿)

特定非営利活動法人バ リアフリーセンター

担菫圏ことL⊥土ナの塞」

1 確■事項 く法第20条及び第21彙を確日の上、チェックを入れてください。)

口以下の役員には、欠格事由者が含まれません。 (法第 20条関係 )
●各役員について、親族の規定に違反していません。 (法第 21条関係)

2 役員一覧

役 名
どちらかにO

(フ リガナ) 前事業年度内の

就任期間

報酬を受けた期間

(該当者のみに記入)氏   名

・監事
ミナカ
゛
ワ  エルコ 令和詳円

`月
1日

令和4年3月 31日

令和3年4月 1日

令和4年 3月 31日皆河 える子

・監事
r") 

"r 
l. 令和詳円‐月1日

令和4年 3月 31日

年  月  日

年  月  日小松 真

⌒
、里ン・監事

ミナカ・フ アス・サ 令和 3年4月 1日

令和4年 3月 31日

年  月  日

年   月  日皆河 梓

４

一

⌒

R聖ジ・監事
オサ
゛
フ  アキヒコ 令和3年4月 1日

令和4年3月 31日

年 月

月

日

日年小澤 明彦

監事

モリタ  ヤスコ 令和3年4月 1日

令和 4年3月 31日

年   月  日

年   月   日森田 康子

＾
０

′
¨
ヽ

電ダ監事
ヤスタ ` ユリ 令和3年 4月 1日

令和4年 3月 31日

年  月 日

日年 月安田 ユリ

/~ヽ
理ソ 監事

ナカムフ か 令和3年4月 1日

令和 4年:3月 31日

年 月

月

日

日年中村 晴美
⌒

Ψ聖ジ・監事
シミス・   ヨシヒロ 令和3年4月 1日

令 和 3年 1胡 30日

年  月  日

年   月  日清水 義弘

０

）

⌒

k壁ジ・監事
カネ効 カンシ・ 令和 3年4月 1日

令和4年 3月 31日

年 月

月

日

日年金中 寛治

10

⌒

R壁ジ・監事
ワカマツ  ヒロコ 令和詳円月1日

令和4年 3月 31日

年   月  日

年  月  日若松 博子

′
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t理」
V



書式第 18号 (法第 28条関係)

事 業 報 告 用

役 名
どちらかにO

(フ リガナ) 前事業年度内の

就任期間
報酬を受けた期間

(該当者のみに記入)氏   名

11

′…ヽ

ュヽダ・監事
トヤマ ショウコ 令和詳円‐月1日

令和4年3月 31日

年  月  日

年  月  日外山 祥子

12 ・監事
ヤマモト  アヤカ 令和詳円1月 1日

令和4年3月 31日

年  月  日

年  月  日山本 彩加

13

⌒

理事氏監ブ
ワタナヘ` タカアキ 令和詳円‐月1日

令和詳

“

月∞日

年 月

月

日

日年渡辺 隆明

14

′ … ヽ

理事褒璧ヲ
l-" /1' , =Y 令和3年7月 1日

令和4年 3月 31日

年  月  日

年  月  日山口 瞬

15 理事・監事
年 月

月

日

日年

年  月  日

年 月 日

16 理事 。監事
年 月

月

日

日年

年 月

月

日

日年

17 理事 。監事
年  月  日

年  月  日

年  月 日

日年  月

18 理事・監事
年 月

月

日

日年

年  月  日

年 月 日

19 理事 。監事
年 月

月

日

日年

年 月

月

日

日年

20 理事・監事
年  月  日

年  月  日

年  月 日

日年  月



設立 口事業報告用
書式第 4号 (法第 10条・第 28条関係)

社 員 名 簿 (社員のうち10人以上の者の名簿)

特定非営利活動法人バリアフリーセンター

福祉ネット「ナナの家」

氏   名

1 皆河 雅史

2 菊池 蓮斗

3 樋口 結大

4 絹山 玲翔

5 小林 桃花

6 青野 伽柊

7 鈴木 売佑

8 原川 花一

9 浅井 あゆみ

10 山本 彩加

11 中村 晴美


